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「事業活動変革促進支援事業」及び「ＩＣＴ活用生産性向上支援事業」を開始しました 

～２つの新規事業で市内中小企業をさらに支援します～ 

 

公益財団法人千葉市産業振興財団では、市内企業の成長力ある事業活動の促進を目的として、環境変化へ

の適応を促す「事業活動変革促進支援事業」と、ＩＣＴを活用した生産性向上を促進する「ＩＣＴ活用生産

性向上支援事業」の申請受付を開始しましたので、お知らせします。 

 

１ 事業概要 

（１）事業活動変革促進支援事業 

環境変化等に適応し、持続的に発展・成長していくために必要となる業態転換、新分野進出、企業再

建等の事業変革にかかる費用を助成し、成長力ある新たな事業活動の促進によって本市経済の回復と持

続的発展を図る。 

（２）ＩＣＴ活用生産性向上支援事業 

ＩＣＴ環境を構築することにより、働き方改革や生産性の向上、さらに企業価値の向上につなげるこ

とを目的にＩＣＴ導入等を図ることに対して、ＩＣＴ導入等に係る費用を助成する。なお、ＩＣＴ化の

段階に応じてＳＴＥＰ１～３（次頁参照）の３つの段階を設ける。 

 

２ 内容 

 事業活動変革促進支援事業 ＩＣＴ活用生産性向上支援事業 

対象者 市内に本店又は事業所を置く中小企業者 
市内に本店又は事業所を置く中小企業者 
※事業ごと（ＳＴＥＰごと）に対象者が異な
ります。 

対象経費 

・リース・レンタル費 
・設備導入費 
・内装工事費 
・委託費  等 

・クラウドサービス利用料、ソフトウェア 
購入費、システム設計費・構築費 

・インフラ整備費 
・コンサルティング費 
・機器購入費、機器等のリース料 等 

助成率 １／２ 
２／３ 

（一部経費は１／３） 

助成上限額 １，０００千円 
ＳＴＥＰ１：   ５００千円 
ＳＴＥＰ２： １，５００千円 
ＳＴＥＰ３： ３，０００千円 

募集期間 
令和３年４月１９日（月）～ ５月３１日（月） 

（「ＩＣＴ活用生産性向上支援事業」のＳＴＥＰ１のみ、予算上限まで年度内随時募集） 

 

３ 事業の詳細及び申請書ダウンロード場所 

（１）事業活動変革促進支援事業 

【ＵＲＬ】https://www.chibashi-sangyo.or.jp/enterprise/kyoka-sosyutu/keiei/change.html 

（２）ＩＣＴ活用生産性向上支援事業 

【ＵＲＬ】https://www.chibashi-sangyo.or.jp/enterprise/kyoka-sosyutu/keiei/ict.html 

 

４ 問合せ先 

公益財団法人千葉市産業振興財団  産業創造課 

ＴＥＬ：０４３－２０１－９５０４  ＦＡＸ：０４３－２０１－９５０７ 

Ｅ‐ｍａｉｌ：sangyosozo@chibashi-sangyo.or.jp 

記者発表資料 

令 和 ３ 年 ４ 月 ２ ０ 日 

経 済 農 政 局 経 済 部 産 業 支 援 課 

電話 ２４５－５２７４ 内線 ３０２１ 

公益財団法人千葉市産業振興財団 

電話 ２０１－９５０４ 
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＜参考＞ 

ＩＣＴ活用生産性向上支援事業の各ＳＴＥＰの対比表 

 ＳＴＥＰ１ 

（短期達成型） 

ＳＴＥＰ２ 

（計画策定型） 

ＳＴＥＰ３ 

（転換・変革型） 

事業趣旨 中小企業者の有する業務

における課題について、

クラウドサービスやソフ

トウェア等を活用するこ

とにより、短期的に課題

の解決を図り、生産性の

向上・働き方改革など、

企業価値の向上を促進す

ることを目的とする。 

中小企業者の有する業務

における課題解決のた

め、専門家によるＩＣＴ

化の計画策定に係る費用

の一部を助成すること

で、中長期的にＩＣＴを

活用した大規模の業務効

率化や事業の転換・変革

の円滑な実現を支援し、

生産性の向上・働き方改

革など、企業価値の向上

を促進することを目的と

する。 

中小企業者の有する業務

における課題について、

ＩＣＴを活用した大規模

の業務効率化や事業の転

換・変革に係る費用を助

成することにより、中長

期的に課題の解決を図

り、生産性の向上・働き

方改革など、企業価値の

向上を促進することを目

的とする。 

 


